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経済学研究第30巻 第2号 151 (515) 

ウィリアム ソ ン 研 究 ( そ の 1)

…・・バーナードからウィリアムソンへ (2)
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6. Iオポチユニスム」と「少数者取引」

8.1 はじめに

「オポチュニスム」とし、う概念は， ウィリアムソシによって「組織の失敗

のフレーム・ワーク」の人間的要因の 1つとされセいる。
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パーナ…ド理論においては， r道徳的側面J と対にして られ少 しかも

その機能的側留が強調されているのに対し， ウィリブムソン理論において

は，取引環境条件たる「少数議取引」と対にLて論ぜられ「市場接介的取引

におけるその送機能的側面と，致事iを「内部組織化」することによる克盤可

能設に焦点、が充てられている。

オポず周忌:::::.;ミテイフタ・アスベタ F

6.2 資源決wの「機会主義的側j商」と「議諜的銀関J……パーナード理論

意思決定の「機会主義的側部Jが組織論において議論されることの少なか

った謹白は， Reeder (1部9，p. 141)によって明らかであるが，ノミ…ナードは

その数少ない議衰の一人である。

さて，バーナードは「オボチュニニスムj 合意思決定のー側閣として彼の

「組織論」を構成する不可欠な概念としている (Barnard，1976， p. 210)。さ

らに，彼の「オポチ品ニスムj概念は，道徳的側面と対比されているが，前

者は戦略的な選択にあたっての援態的な「適応行動J(adaptiv邑 behavioりで

あり，後者は長期的な蓄量点からの議思決定の側面である (Reeder， 1959， p. 

134)。この点を立入ってみておこう O

まず第一に，前者は当座の務題言ピ角半数，現在にかかわるものである。決定

として米来を愚考することは議態決定の視野に入って ζ ないものであ

る (Reeder，1959， p. 134)。
バーナードの r::tポチ品ニスムjに関する次の説明をみておこう。

「これは〈機会主義的叙，1]龍:筆者)，現在瑛状のもとで，いま潤用しうる

段による以外には，いかなる行為もなしえないという事実の示す要闘であ

るoJ(Barnard， 1976， p.210)。

第二に，全ての意思決定は， とも滋徳的もしくはまえ類的側面をもっこ

とが必要とされる。つまり意思決定は，それがーたびなされると，綴織にと

って所与の条件の一部となるのであり，文警察とか人々の記鰭として意思決定

における前提事項となり，それ故現夜が未来に影響を及ぼすことになるので

ある (Reed芭r，1959， p. 134)。ここで，意思決惣の長縮会ぢ側部が強調される
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のは，不断に調整が行なわれる活動においてであり，そうした「組織的意思

決定」にあってこそ現在が未来に重大な影響を及ぼすと解釈出来ょう。

さて，本節の主題たる意思決定の「機会主義的側面」に関しては，パーナ

ード流には，論理的側面が強調されるが，それはあくまでも，目的に対する

現在の手段が強調されるという点からの客観的論理性であると解される。

加えて，意思決定の「機会主義的側面」において，戦略的要因は，一部に

は人間のもつ「合理性の限界」に結びつけて考えられる必要があるとも言え

るのである。

6.3 オポチュニスム・・・・・・ウィリアムソン

6.3.1 虚偽の意思表示

個人は，決定の「機会主義的側面」において，現在の目的と物的，生物

的，社会的，感情的なもの等 (1制約的要因J)からなる客観的環境とからは

じまる要因をもつが (Barnard，1976， p. 220)，そうした側面はウィリアムソ

ンにあっては，作為的な，法学的意味での悪意の，虚偽の意思表示および行

為を含むと解される (Williamson，1975， p. 26)。

こうした側面を含む「オポチュニスム」に関しては，将来の「自己欺臓的

約束 (selfdisbelievedpromises)Jが重要で、ある (Williamson，1975， p. 26)。

当事者間の契約は，事後的にはともかく，事前的には重大な現庇を含む契

約と然らざる契約とを区別出来ないことから， 1市場媒介的取引契約」は

hazardを経験することになる (Wi1liamson，1975， p. 27)。

さらに，詳細な協定ですら事後的に気付くことが困難となるような方法

で，契約の細部が切り捨てられる故，その協定が監視される必要性が説かれ

る (Williamson，1975， p. 27)。

6.3.2 rオポチュニスム」と「少数者取引」

オポチュニスティッグな行為が「市場媒介的取引」を失敗に導くというこ

とが言えるためには「少数者」による競争(取引)であるということが併せ

て条件となる必要がある。つまり，多数者聞の競争(取ヲ1)では，耳元引条件
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の満たされる代替的な取引相手合見つけることが出来る放に， r;tボチ吟ニ

スムj は問題とされるにき巨らないと考えられているのである (Williamson，

1975， p. 27)。

また，オボチュニスティックな行動による阻響的な影響は競争的後者によ

って補償されるし，ますよ，契約の更改時迄には当該取引は「有名」化し，持

続性のないものとなるのである (Williamson，1975，p. 27)。

6.3.3 r少数者取引Jと「非同質性」

ウィヲアムソン (1975，p. 27)の関心の中心は多数者間の取れが当初交際己

的であったとしても，取引震行のあいだもしくは契約履行のあいだに，暗黙

的な仮定である「悶糞詮j という条件が満足されなし、かも知れないというこ

とである。

それはさらに， φ契約撤行に伴う「特異な経験J(idiosyncratic experience)， 

および窃人的資本市場(human capital mar1ωts) とそれ以外の市

(nonhuman capital markets)の欠落によるものであってこれらが少数者間の

交換簡保に移行させる原因となるのである (Williamson，1975， p. 29)。

6.4 内部組織

6.4.1 予備 的考察

オボチュニスムと少数者(間取引〉 とLづ条件によって引き起こされる

hazardが， r内部組織Jによっていかに克服されるかをみておこう。

ウィジアムソン (1975，p. 29)によれば，内部組織は， r市場媒介的耳元ヲIJ

Uこ比し，以下の 3つの有利さをもっ。

CD13律的契約者 (autonomouscontractors)と比し，交換を内部組織化した

場合，その当事者は，局所的な利得合護得することによってシ久テムとして

の組織全体の利得を犠牲にするといったことが賠避される。換言すれば，

体としての組織(システム)右犠牲にして，サブ・グノレ…ブ・ゲインを私し

てしまうことになるという可能性を減じる。

@， CDと欝連ずるのであるが，内部組織化された取引はより効率的に監査
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される。

③ 内部組織は，市場を媒介する交換よりも，見解の相異解決(コンフリ

グトの解決)の点においても有利さをもっ。

上の①~③をウィリプムソン (1975，pp. 29-30)に従ってみていこう。

6.4.2 サブグループ・ゲイン

①オートノマスな契約者と異なり，垂直的な統合関係にあって取引を行な

う内部諸部門は，オポチュニスティックな行動によって自らの局所的な利益

獲得を図ることが 1つには，内部的取引条件は内包的である傾向をもつこ

と，ついで、，マネジメントによる協力要請の存在が見込まれることにより，

回避される可能性のあることが指摘される。個人的なインタレストのアグレ

シブな追求がシステムの不利を結果し，また，現在および見込まれるプロモ

ーションを含む報酬は，非協力を反映するような形で，ゼネラル・スタップ

によって変化しうることから，協力的なモードを採用するための簡潔なリク

エストに注意が払われるものである (Williamson，1975， p. 29)。

このような，一連の内部組織化に関する利点は， I管理者の役割」遂行に

まっところが大きいことは言うまでもなく，ウィリアムソン (1975，p. 29)に

よれば，、管理者は，協力を訴えるのにより感応的……グなのである。

6.4.3 内 部的監査

次に，②については， I外部的監査人」に対して， I内部的監査人」は，組

織文脈のなかにあって多くのレリパントな事項を，早く正確にキャッチでき

るとされる (Williamson，1975， p. 29)。

さらに監査を受ける側との関連で， I内部的監査人」は企業の利益に合致

する方向で行為すると推定することが出来，このことともあいまって，協力

的態度を期待出来ることが指摘されるのである (Williamson，1975， p. 30)。

さらに，ここでは， I情報の偏在」の問題との関連で，企業間，組織間より

も，企業内，組織内における方がオポチュニスムのもたらす逆機能的結果が

克服されるポテンシャルが大きいとされるのである (Williamson，1975; 

p.30)。
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6.4.4 紛争解決

最後に，③のコンフリクト解決に関しては「市場媒介的取引」と「内部組

織化された取引」とを比較して，ウィリアムソン (1975，p. 30)は， マコー

レイ (S.Macaulay， 1963)およびレフ (A.Leff， 1970)を例証として，企業

問コンフリクトの法廷外でのインフォーマノレな結着の可能性を指摘しつつ，

この解決方法は費用のかかる訴訟(litigation) がしばしば不可避的であり，

それに比し，内部組織においては当事者が協力的な適応的傾向をもつこと，

および紛争が命令 (fiat)によって解決される可能性を有することから，後者

が能率的な方法であるとする。

さらに，企業間つまり「自律的な当事者 (autonomousparty)J聞で利益機

会について相異がある場合には，命令 (fiat)による方法はコンフリクト解決

の方法としては期待しがたく，それに比して， r内部組織」は準司法的な

(quasi judiCial)機能を想定させよりスピーディな解決が望めることから企業

間取引(もしくは市場媒介的取引)にまさるというのがウィリアムソンの主

張である (1975p. 30)。

6.4.5 内部組織

以上のことから， r内部組織」は当初もしくはより一般的には，契約の履

行の聞の「特異な経験J(idiosyncratic experience)の結果のいずれかから少

数者間の交換関係が起るときにはオポチュニスムという hazardにさらされ

ることが少ないというのがウィリアムソンの結論である (1975，p. 30)。

6.5 パ}ナードとウィリアムソン

取引の「内部組織」は，以上 3つの有利さをもっとされるが (Williamson，

1975， pp. 29-30)，それら 3点に関して，パーナード流に言えばオポチュニス

ティッグな意思決定の帰結は，協働の効果が期待できない，つまり能率と効

率の点が期待できないという危険性を苧んでいると言えよう。そして，その

基本的性格として「継続性」を前提とする「組織」においては，機会主義的

な側面のもつマイナス面は克服されるような方向に向う傾向を有すると考え
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ることによってバーナード理論をウィリアムソン理論とリングさせることが

出来たのである。

取引の「内部組織化」の利点は，既にバーナードの「組織論」において意

識されていたと考えられ，またそのことは，バーナード流の“action" もし

くは“activity"を分析のプリミィティブ・タームとすることからスタートし

て「市場」との関連で「取引J(“transaction")を分析の基礎におきつつ考察

すること(“tothink transactionallyJ).を提唱するウィリアムソン流の方法と

その底流において結びついていることを示すものではなかろうか。

加えて，既に触れたところから，バーナードにおける「意思決定における

機会主義的側面」は，ウィリアムソン理論における「少数者聞の競争関係」

を加味することにより「市場の失敗」現象と結びつけられるに至ったと言え

ようし，また，ウィリアムソンが「組織の失敗」の現象をテーマとして組織

の問題を統一的に説明しようとした試みによって，バーナードが「主著」の

中で指摘した彼の言う「経済理論」に対する不満の内容がより一層明らかに

なりつつあると言えるのである。

以上，本章では，バーナード流の「オポチュニスム」に論を起し，当初も

しくは一般的には事後的に，契約履行の聞に起る「特異な経験 (idiosyncratic

experience) Jの結果として，少数者間交換が行なわれるときには，オポチュ

ニスティッグなピへイピアの逆機能的側面が「市場媒介的取引」を失敗に導

き，その失敗は，取引を「内部組織化」することにより克服される可能性の

あることをウィリアムソンによりながらみてきたのである。

く注〉

1)以下の議論は，ウィリアム・リーダー (WilliamO. Reeder， 1959， cbap. xiv)に

よるところが大きい。資料の提供は，筆者の指導教官である真野僑教授の御好意に

よるものである。本論文作成にあたり，それ以外にも多くの示唆を戴いている。こ

こに記して感謝申し上げたし、。(本論文にありうべき誤りは， 勿論筆者自身の責任

である。〉

2)オポチュニスムをそのように解するとき，ウィリアムソンの「オポチュニスム」と

の接点を見いだすことができょう。もっとも，彼の「オポチュニスム」は，後述さ

れるように虚偽の意思表示を含む概念である。
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3)意思決定のこうした側面に関しては，パーナードはコモンズの「戦略的要因J，r銅j
約的要因」という用語から借りたので、あるが，パーナードは，コモンズが自らの目

的のために行なった区別にとらわれず意思決定の環境の中心点と考えている (1976，

p. 215)0 r機会主義的側面」と「戦略的要因」および「制約的要因」に関しては，

コモンズとの関係では， Barnard (1976， pp. 212-213， 215，217， 219-220)を参照さ

れたい。

4)民法における「意思表示」の概念と関連するであろう(我妻， 1965， pp. 171-199; 

松坂， 1974， pp. 212-244)。私人間および組織と私人間の紛争のなかで虚偽の「意

思表示」が起因となるケースは，判例によって可成り具体的なレベルに迄至って知

る事ができょう。組織の構成員(雇用関係にある〉とその組織との聞の紛争(意思

の畷庇を含む〉は，労働法の分野の判例にもその具体例を見出す事が出来るのでは

ないかと考える。

5) ウィリアムソンによれば，彼のオポチュニスムの概念は，直接にはシェリング

(T. C. Schelling， 1960)およびゴフマン(1.Go妊man，1969)に依っている。

6)もっともこれには， r情報の偏在」としう条件も関連しているとみられる。

7)少数者による競争関係とL、う条件は，パーナードにおいては制約要因としては登場

してこない条件なのであるが，意思決定が漸近法の過程であり，時間の経過が必要

であり，将来の結果の予想にもとづいて行なわれる必要性をバーナードが説くとき

(Barnard， 1976， pp. 216， 219)，そこにおいては意思決定の道徳的側面つまり長期

的性格の必要性を述べていると解される。

8)取引の「内部組織化」は， r完全競争市場」を特徴づける， 多数者による各人が無、 、、
名的原子的存在である取引ではなしに，有名で独占的傾向をもっ少数者による取引

となる傾向を有すると言えるであろう。「市場」において， 企業の名声とかし、わゆ

る good-willが培われるという意味では「市場」も多少なりとも「構造化」する

つまり「組織化」するといえよう。

めさらに，こうして起る「非同質性」が， r情報の偏在」と結びついた困難性をひき

おこすのである (Williamson，1975， pp. 27-28)。

10) r市場媒介的取引」における「早い者勝ち(五rst-moveradvantage)JとL、う現象も

「少数者取引Jへの移行を説明する要因として重要で、ある (Williamson， 1975， 

p. 28)。またこの問題は「情報の偏在」との絡みで明らかにされることになる

(Williamson， 1975， p. 28)。

11)ウィリアムソン (1975)においてはそのことが意識されていないようであるが，い

わゆる「制度的監査」とは必ずしも同じではない内容として使用されているようで

ある。そのような監査と内部監査他ピノレト・インされた牽制制度を含むような広い

意味での監査を意味する用語として受けとることが，ウィリアムソン流の「監査」

とL、う用語 (Williamson，1975， pp. 29-30)と合致するのではないかと思われる。
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12)さらにウィリアムソンは「コ λ ト・プラス契約」をひき合いに出しているが，それ

に関Lては，野口 (1974，p. 222)の別な視点、からの指摘がある。

13)組織はシステムをなし，シナジー効果(もしくはホーソン効果)(Roethlisberger， 

1977， p. 51)をもっ可能性から，全体的な利益の極大化のインセンティブが予定さ

れることにより局所的な利益の極大化が抑えられるということが説明できょう。

14)ここでさらにパーナード理論からは， 目的一手段の連鎖に単位組織が組み込まれる

可能性が大きいこと，コミュニケーション・ネットワークがそのために確立される

こと，権限の関係が明確にされることが， r管理者の役割」遂行促進の可能性を有

する環境として指摘されよう。

15)商品としての情報の議論 (Arrow，1971 pp. 150-152) に関連して， 内部的には

disloyaltyな行為とみなされ，外部的には reward との関連での困難性から協力

の問題を扱ったウィリアムソンの言及を参照されたし、 (Williamson，1975， p. 30 

C脚注 11) と関連本文))。

16)企業においてま日りえた情報は，ミ企業の利益ミ との関連でいくつかの問題が提起さ

れると考えられるが， ここではこれ以上論じない。(ウィリアムソンの議論につい

ては，アロウ (1974)を参照することも含めて， Williamson (1975， p. 30)を参照

されたい。〉

17)マネジメント・オーディットも，こうしたチェッグ機能を果たすと言えようが，そ

のさいの auditor が第 3者であることから， 企業内部の事情に通じる企業の当事

者と auditorとの関係および関係者(企業内部の)，この三者の協力関係如何で必

ずしも一様なチェック機能を果たし得ないて、あろう。さらには， Certi五edManage-

ment Auditに関する Koontz-O'Donnellのアイディアとそこにおける参考論文

を参照されたい (Koontz-O'Donnell，1976， pp. 724-729)。

18) もちろんここでもまた，パーナード理論を想起することにより，より一層明確に耳元

引の「内部組織化」に関しての利点を確認することができょう。なお，③に関して

は，次に検討される「情報の偏在」の問題と関連すると考えられるが，バーナード

の組織における権威の章の中で，例えばミおのおのの個人には， 無関心圏が存在

し，その閤内では，命令 (orders:筆者注〉はその権威の有無を意識的に反問する

ことなく受容しうるミ (Barnard，1976， p. 175 (b); 1968， p. 167 (b))という説明が

レリパントであると考えられるし，さらに「誘因の経済Jにおける「説得の方法」

(1976， pp. 155-160) も関連すると言えよう。 もっとも， リーダー (W.Reeder， 

1959， p. 96) に従えば「無関心圏J(“zone of indi丘町田C巴η) 以外に“zone of 

ready compliance"および“zoneof disobedience .or noncompliance"という圏

内に入る状態も存在することが考えられるしまたそれぞれの場合に， 命令(五at)

による解決の容易さも異なってくるというべきであろう。

19)この用語は， Williamson (1975， p. xii)による。
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20)ここで， r意識的に調整された活動もしくは諸力の体系J(Barnard， 1976， p. 76)で

ある組織を，ウィリアムソンにおいては， r活動」もしくは「諸カ」を「取引」に

おきかえて考えることを念頭において取引の「内部組織化」とLづ概念を把握して

いることを指摘しておこう。

21)前節におけるいくつかの脚注も参照されたし、。

7. 情報の偏 在

7.1 予 備的考察

「情報の偏在」という条件は，主として「不確実性」と「オポチュニスム」

とし寸条件から生ずる派生的条件である (Williamson，1975， p. 31)。

この要因は，バーナードにおいてはコミュニケーションと権威に関する理

論，および目的との関連から論ぜ、られる「協働体系」の適応に関する理論に

リングさせることが出来るのである。

ところで，後者に関しては，議論の展開上本章の最後の部分で論ずること

にし，ここでは前者を論ずることにする。

まず，パーナードの論ずる、コミュニケーション、をウィリアムソン理論

における「情報の偏在」による取引の未解決の状態を解決に導く手段と解釈

してみよう。次いで，吋雀威、を，バーナードがし、わゆる「権限受容説」を

説くにあたって，コミュニケーションと関連づけ，、その性格である、 (1976，

p. 170) と述べていることから，そうした性格をもっ伝達と権威とを，いわ

ばコインの裏と表の関係のように相即不離なものと考え，しかもその上で意

思決定の過程に注目してみよう。

そうすれば，意思決定はレリバントな情報との関連で，それらの収集機構

の存在と情報量の観点、から，またそのスピード，正確性の観点からみて，組

織(もしくは階層)による意思決定が，市場取引関係にみられるようなラテ

ラルな結びつきにおける場合の意思決定にまさると言えよう。

こうして，バーナード理論とウィリアムソン理論の結びつきを見出す事が

出来るのである。
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もっとも，ここでウィリアムソン流の「情報の偏在」の問題は，バーナー

ドによっては正面からとりあげられていないことを指摘しておくべきであ

う。またこのことは，バーナードにあっては「情報の偏在」の問題を，組織

が「コミュニケーション・ネ γ トワーク」をつくりあげることによって克服

することの可能性に力点が置かれていた故に明示されなかったのであると解

釈することが出来るのである。

つまり，ここでもバーナードにあっては「組織の理論」もしくは「組織化

の特性」の説明に強調点があったのに対し，ウィリアムソンにおいては，ま

ず「組織」を「市場」と比較するうえで「情報の偏在」の問題が生じてきた

と考えられるのである。

7.2 情報の偏在……ウィリアムソン

7.2.1 情報の偏在……派生的要因

ウィリアムソンによれば， r情報の偏在」の問題は，取引にレリパントな

状況を，費用をかけずに，他者に開示したり他者が識別することが困難(も

しくは不可能)である場合に起るとされる (1975，p. 31;以下断わりなき限

り Williamson(1975)を示す)。

ウィリアムソ γは，さらに exanteと ωρost両者の「情報の偏在」を

区別し，また， r早い者勝ちJ(first-mover advantage) も関連事項として考

慮に入れている (1975，p. 31)。

i 加えて， r取引に関してアウト・サイダーがイン・サイダーとパリティな

状態にないのは，前者が「特異な経験J(idiosyncratic experience)を欠くか

らである。」と述べている (1975，p. 31)。また，そのような「経験」は， そ

れを獲得している者によって戦略的に使用されうるというのである (1975，

p. 31)。

次に，これらをより立入ってみておこう。

まず，ウィリアムソン (1975，p. 31)により，情報が「交換」を行なう当

事者聞に「偏在」する場合には，その「交換」は危機 (hazard) に瀕すると
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いうことが言われている。このことは， Arrow (1969， p. 55)によって「危

険負担」にあたって情報のもつインパクトとの関連で議論されているのであ

るが，ウィリアムソンは加えて，⑥情報上のパリティを達成するための高価

な費用，⑥機会主義的に行動する当事者の傾向，という二つの条件が重なる

ときに「偏在」が問題となると主張する (1975，p. 31)。

さらに，同等な情報下にある場合，および情報に関する姐酷 (di妊erence)

が存在するときにも問題が起るとする (1975，p. 31)。

またウィリアムソンの場合に特徴的なのは情報の分布(当事者聞の)が少

数者間交渉となる場合に「市場媒介的取引」が失敗を経験するという点であ

る (1975，p. 31， pp. 31-32 (脚注 13))。

以上の条件をふまえて，ウィリアムソンは少数者間取引(具体的には二者

間で取引が行なわれ，それに仲裁者 (arbiter)がレフリーとして加わった場

合)に場面を設定し， r情報の偏在」が「市場媒介的取引」を失敗に導くケ

ースを例示している (1975，pp. 31-34)。

そして，いずれのケースにおいても， (11オポチュニスム， (21制約付の合理

性， (3)少数者取引という諸条件が外される場合には「情報の偏在」自体は

「市場媒介的取引」を失敗に導くものではないとされている (1975， p. 33)。

7.2.2 r情報の偏在」と「早い者勝ち」

最後に「早い者勝ち」については，当初に契約上の覇者となった者が「行

動による学習J，r特異な経験J(idiosyncratic experience)を通じて情報との

有利さをもつことが，説明されている (1975，p. 35)。そしてその情報が (1)

最初の覇者による開示の拒否(オポチュニスム)， (21言語上の限界(制約付

の合理性)のいずれかが原因となってインパクトを受けるというのである

(1975， p. 35)。かくして， 少数者取引への移行が予想されることになる。そ

してそのことが，取引を「内部組織化」することによって克服されるという

のが，ウィリアムソンの主張である (1975，p. 35)。

7.3 内部組織……ウィリアムソン
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既に触れたように， 1情報の偏在」という要因は， 1オポチュニスム」と

「制約付の合理性」から派生する要因である。それ故， この 2つの制約的要

因が取引の「内部組織化」によって克服されることが，この派生的制約要因

を克服する可能性につながると言えよう。 ウィリアムソンは， 1内部組織」

のもつ「監査能力」を「オポチュニスム」克服の契機として例示している。

加えて， 1制約付の合理性」に関しては， 1言語上の限界」を克服する可能

性として，①能率的な符号の進化②経験評価 (experiencerating) の比較優

位性，の 2点を例示している (1975，pp. 35-36)。

ここで，②に関しては， well-qualified typesと poorly-qualifiedtypesは

簡にかけられる可能性およびその結果，報酬面，価格面で差別，等級づけ

(rating)がなされることを指摘している (1975，p. 36)。さらに，ここで Leff

(1970， pp. 26-36)他による主張である， 1企業の名声J(business reputation)， 

および「情報の共有J(information sharing)とL、った点からする「市場媒介

的取引」のもつ「経験評価J(experience rating)の機能を認めつつ， 企業

内(組織内)取引の方がよりこの面の発展が期待されるというのが，ウィリ

アムソンの主張である (1975，p. 36)。

さらに，企業間(組織間)の「経験評価」は，少数者間取引を想定した場

合，リスキーなものとなることが例示されている (1975，pp， 35-36) ことを

指摘しておこう。

7.4 情報の偏在……バーナードとウィリアムソン

7.4.1 情報の偏在……制約的要因

バーナード理論のウィリアムソシ理論に対する結びつきを探るためには，

バーナードの「協働体系の理論」を検証することが必要である。ウィリアム

ソンの言う「情報の偏在」という状態は，人間の側の条件たる「オポチュニ

スムJ(と「制約付の合理性J)，および環境の側の「不確実性J(1複雑性J)

という、制約条件、から派生する、制約的要因、であると解するとき，バー

ナードによる「協働体系論」における理論展開に結びつけることが出来そう

である。以下に，これをみておこう。
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7.4.2 r協働体系」の適応と「情報の偏在」

パーナード (1976，p. 36-37)によれば，環境の諸条件は，協働行為に関す

る環境の「制約」を変更しつづけるのであり，それ故「協働体系」の適応は

「制約要因」として「管理者」によるマネジメント・プロセスに依拠するこ

と『こなる。

加えて，バーナード (1976，pp. 37)によれば， r協1動体系」の不安定性は，

、可能性の変化に伴う行為目的の性格の変更、からも生じるのである。

さらに、……協働の発展に伴って目的の数及び範囲が拡大することは，変

化する環境のもとでの自由意思の概念に固有なものである H ・...、 (1976，p. 37， 

傍点引用者)ことが強調されている。また，それら目的の数または種類のそ

うした拡大が， r協働」の不安定要因となること，および「協働」の発展と

複雑化が「不安定要因」を増大させることを，バーナード (1976，p. 37-38) 

は予想している。

以上の説明をふまえると，ウィリアムソン (1975，pp. 35-36)における「経

験評価」に関する例示は，バーナード流には「目的」との絡みで， r協働」

が不安定なものとなるケースとして解釈することも可能であろう。

7.4.3 ノミーナードとウィリアムソン

こうして， r情報の偏在」という「協働」における一種の「派生的制約要

因」は，人間の活動に対し意識的に調整を加えることによって克服可能とな

るであろうことが，バーナード理論からも追認されたと言えよう。

つまり，バーナード (1976，pp. 83-84)によれば，あらゆる「協働体系」に

共通する，そのー側面たる「組織化」を行なうこと，換言すれば人間の活動

や諸力に対して意識的に「調整」を加えることによって，協働に伴って起る

「制約」の潜在的克服の可能性が指摘されるのである。

1) r合理性の限界」が関係していることもウィリアムソン (1975，p. 31)は断ってい

る。

2)パーナードは，組織におけるコミュニケーションに言及した最も早い論者の一人と

される (Robertset al.， 1977， p. 96)。さらに， 1940年代の半ばから 1950年代初頭

にかけて， コミュニケーションの問題が注目されるようになった事を， Roberts et 
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al. (1977， p. 96)が指摘しており，中でも， Bavelas (1950) Leavitt (1951)の研究

は， コミュニケーションの構造的側面を扱ったもので，ウィリアムソ γ(1975)に

おける，いわゆる「企業形態論」もしくは， 1組織構造論」を扱うときに大きな示

唆を与えるものである。さらに Vroom (1959)による研究は，組織のコンティン

ジエンシ一理論を考える上で一つの示唆を与えるが，以上の事柄に関しては，

Porter et al. (1975)， Collins & Guetzkow (1964， pp. 63-67， 207-208)， Lawler 

III (1974， p. 33)も参照されたい。もっとも Vroom (1959)の結論は， Stogdill 

(1974， pp.255-259)のそれと同じではないなど，検討すべき点を多々含んでいると

恩われるが，行動科学におけるコミュニケーションの研究と，主として市場におけ

る「↑育報Jの問題を扱うミクロ・エコノミックスの分野との接点が，ウィリアムソ

ンによって見出された点をここで評価すべきであろう。

ところで，バーナードの権威に関する見解に対しては意見の一致をみているとは

言えないようであり (O'Donnell，1952)， またパーナードと同じ見解をとるサイモ

ン (1975，p. 188; 1970， p. 343)にあっても，コミュニケーションと結びつけられ

たアイディアに関しては， 必ずしもパーナードとは同じ見解ではない (Simon，

1975， p. 222 C注1))。

3)伝達はパーナード流にはいわゆる貢献者の無関心圏の広狭に影響されると考えられ

るであろう。また，ここで権威とは， まさに，組織においては階層間におりなされ

る伝達の受容範囲についての西洋鋲の二つの刃の関係で、あると比機的に考えること

が出来ないであろうか。階層 (2枚の刃)のいずれかのみでは紙を切る事(権威を

確立する事〉は出来ないのである。

のこのことは， 権威が，ミ一方で、は個人の協力的態度に依存し， 他方では組織の伝達

体系に依存し (1976，p. 183Lミ伝達体系ないしその維持は，公式組織の基本的な，

あるいは本質的な継続的問題である。組織の存続要因に関する他のあらゆる実際的

な問題は，伝達体系に依存している (1976，p. 184)ミというバーナードの指摘，お

よびミ意思決定が，組織伝達体系の諸センターが存在することにより，そこにおい

て最も正しくなされる (1976，p. 197)ミことの可能性を述べていることから推定で

きることは前述の通りである。ただし， 1市場媒介的取引」について，その「価格

決定」に注目するなら，例えば「証券取引所」における株価決定は，その反証とい

えるかも知れない。もっとも「証券取引所」は多少なりとも「組織(階層〉化され

た市場」であって，理念的なタイプの「市場Jの例とは必ずしも出来ないであろう。

(宮沢 (1979，p. 25)， Williamson (1975， pp. 20， 21 C脚注 3J)， Demsetz (1968， 

p. 50) も併せて参照されたい。〕

5) Know-howの例が， 1早い者勝ちJ(五rst-moveradvantage) を説明する材料と

して使われているのであるが， ウィリアムソン (1975，p. 35) は know-howが

unpatentedな，また多分 unpatentableな technology に関連しており，こうし
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た know-how>が ["informationの偏在」の条件を含意するとしている。なお，

Eckstrom (1963， p. 127)も参照されたい。 ウィリアムソン (1975，p. 35)の例示

する UnitedStates vs. U. S. Shoe Machinery Caseについては， Federal 

Supplemeht， vol. 110 (pp. 295-354)， Neale (1960， pp. 105-106， pp. 119-122)， 

Sullivan (1977， p. 141)を参照されたい。

6) ["コミュニケーション」と「権威」の観点から両理論の結びつきをみた7.1(予備的

考察〉も併せて想起されたい。

7)ウィリアムソン流には，取引 (transaction)の意識的調整ということであろう。

8. 雰 閤
Lcゴ
メL

8.1 予備的考察

バーナードは， I人聞は「経済人」であって，経済的以外の属性は，わず

かしかもたないものだという見方は，社会での行動の場所である，具体的な

特定の局所的組織とそれに関連する個人とを無視せしめるものである……。

私は，組織のなかでいかに行動すれば有効であるかを前から知っていたけれ

ども，ずっと後に経済理論と経済的関心一一必要欠くべからざるものではあ

るが一ーを第二義的地位にしりぞけではじめて，組織およびそこにおける人

間行動というものを理解しはじめたので、ある。 (1976，序 pp.40-41)J と述べ

ている。

こうした見解の上にたって，バーナードは協働体系の理論において， I社

会的要因」の意義をとりあげている。次の記述をみよう。

「個人が，ある協働的事業に参加するようになると， 同じように参加して

いる他の人々と接触する地位を受け入れたことになる (1976，p. 62)oJ 

バーナードは， こうして，協働の社会的側面を重視し，それが「制約要

因」であり，また，それ故求めざる結果を伴う事を述べている。それらの議

論は， I誘因の経済」と関連を有し，バーナードの「組織」の要素たる、協働

意欲、(“willingness to cooperate勺なる概念とも関連してくると考えられ

るが，ここで少なくとも彼によって「組織の理論」を構築するにあたって，

attitudinal aspectsが重視された事を見逃す事は出来ないであろうL.，それ



ウィロアムソシ研究(その1)・…・・パーナードからウィリアムソシへ(2) 策藤 167 (531) 

がウィリアムソン理論に結びつけられる糸口であることを指摘したし、。

8.2 ウィリアムソン理論

経済学の有する，他の社会科学に比しての大きな特徴は，ウィリアムソン

(1975， p. 37)によって指摘されている如く 1つには，純便益分析 (net-

benefit analysis)に求められる。

彼は，そうした方法が，問題を狭く限定することのない様自戒する必要を

説き，技術的分割可能性と態度上の分割可能性 (attitudinalseparability)と

は必ずしも平行しない事と，相互作用効果 (interactione:ffects)を考慮し，叉

それに伴うシステム効果を見落すべきで、ない事を指摘している (Williamson，

1975， p. 37)。

ウィリアムソンは，その事の例証としてティトマス(R.M. Titmus) (1971) 

の献血に関する研究をとりあげて説明を行なっている。

ティトマスの研究は，英国におけるボランティアによる献血方式と，米国

におけるボランティアと商業(売買)双方の混合方式という両システムを比

較しており，血液の商品化はそのシステムを弱化させる結果を導くことを述

べている (Williamson，1975， p. 37)。

ウィリアムソンは，次いで市場を創出することが個人の選択の範囲を増大

する故に便益も高まるという，いわばエコノミストにとっての了解事項を，

血液取引を行なう方法としての市場化が，血液を提供することに体化してい

ると考えられる私他主義を減退させる理由を Arrow(1972) が問うてい

ることに触れ， この場合には，血液の「商品化J(commercialization) は，

instrumentalな方法で，選択の範囲 (choices) を広げる (expand) のみな

らず，取引(transaction) の性格をも変えることになるなど主張している

(Williamson 1975， p. 38)。

上例では，ボランタリィな献血者は，彼らがなくてはならないという

(indispensabity)存在であるとし寸感覚から満足を引き出す (derive)と信ず

ることは，納得のいくものであるというのである (Williamson，1975，p38)。
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また，米国方式は， それが voluntarydonors が generous であるか

であるか naiveであるかを秤にかけることになるという，バーナード流に

は、協働意欲、(“willingnessto cooperate")の問題を提起することになると

解される。

ウィリアムソンは，さらに，スタンダードな「経済モデノレ」は個々人が取

引を厳密に価値中立的 (neutral)で道具的な (instrumental) ものとみなす，

ということを仮定する故， attitudinalな側面を見落とすことになると述べて

いる (Williamson1975， p. 38)。
そして，そうした交換過程 (exchangeprocess) それ自体を価値の目的と

みなすという事が，より正確であり時には不可欠であるかも知れないという

事を主張している (1975，p. 38)。

、満足的な交換関係を提供することは，広義には経済的問題の一部とされ

る (1975，p.38)、というのが，ウィリアムソンの強調点である。

8.3 内部組織……ウィリアムソン

ウィリアムソ γ(1975，p. 38)によれば， 以上の議論のもつ比較経済シス

テム上の意義は，組織の代替的モードが，時に決して小さくはない雰閤気上

の相違をもたらすということである。

市場交換は，その当事者間の，取引特定的な，計算に基づく関係を促進す

る (encourage) ことが圧倒的で、あるとされる (Williamson，1975， p. 38)。

またその場合の取引は，周到に計測される (metered)のであり，一取引から

次の取引(もしくは，一組の取引から次のそれ)へ，未解決の義務 (unsettled

obligation)は繰越され (carryoner)ないような取引関係となるというのが

ウィリアムソン (1975，p. 38)の説明である。

以上のような，取引関係を内部組織化すると，当事者聞に準道徳的な (quasi

moral)、掛かり合L、、(“involvements")の生成が認められる場合があり，加

えてウィリアムソンは，ゴールドナー (AlvinW. Gouldner)の、交互作用、

(“reci proci ty") とL、う社会学的な現象をその例に挙げている。
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ところで，市場コンテクストにおいても以上のことが出現しうる事，もし

くは出現する事があるものの，ウィリアムソンによれば，それは内部組織の

メンバー聞でより普通にあらわれる現象とされるのである。経済組織の代替

的なモードが異なる交換関係を生ぜ、しめ， しかもこれらの関係自体が価値

もしくは評価の対象となるという事を認めるということは，組織の効率

(organizational effectiveness)を通常の意味での効率 (e妊iciency)という概念

よりも広義にとらえられる必要性があることを意味すると解釈されるのであ

る (Williamson，1975， pp. 38-39)。

こうしたことから，金銭的な期待利得の極大化を図るあるグループ (a

group of expected pecuniary gain maximizers)によっては促進されたかも

知れない組織のモードもしくは慣行 (practices)が，異なる価値観(価値体

系)を有する別なグループによっては修正を加えられたり拒否されるかも知

れないという事をウィリアムソン (1975，p. 39)は指摘している。

また，その理由としては 1つには，好ましいと思料される生産性の結果

が得られないことがあるかも知れず，もう一つには，雰囲気 (atmosphere)

に対する選好 (preference)は， 個々人にとって， もしもそうした組織モー

ドもしくは慣行が負担であると感ぜ、られるか好ましくないと思われる場合に

は，非金銭的な満足 (nonpecuniary satisfaction) が物質的利得 (material

gain) に先行することを誘因するという点があげられている (Williamson， 

1975， p. 39)。

さらに，共通な技術を有するか，そうでない場合でもそうした技術にアク

セスできるような国家聞に存在する国際的な生産性の違いは，一部には交

換を阻害したり，時には促進したりする信頼(もしくは信用)関係の違い

(trust di妊erences)によって説明されるとする Arrowの説，および Banfield

が行なった ltaly の農民に関する研究を例示して， ウィリアムソンは，

transactional attitudesは交換が行なわれるソシオーポリティカノレなシステム

によって大きく影響されることを指摘しているのである (1975，p. 39 (脚注

22))。
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8.4 社会的要因-…・・バーナードとウィリアムソン

8.4.1 はじめに

以上のようなウィリアムソシの指摘する，取引状況全体から生まれると考

えられる「雰囲気」という要因は，さしあたり人間的要因と考えてさしっか

えなかろう (Williamson，1973， p. 317)。

ところで，この要因はバーナード理論からは，協働体系における「社会的

要因J(心理的要因も関連しよう)および「誘因の経済J，加えて，恐らくは

「非公式組織」に対する彼の見解とも結びつけて論じることが可能であると

考えられるので，それらをI1鼠に検討しよう。

8.4.2 心理的要因と社会的要因……バーナード

まず個人の心理的要因の意義は，人間関係に含まれる 2つの評価が，目的

行為の場合，外部の情況を変えるか，あるいはその人の「心的状態」をかえ

るかのいずれかであるとされる (Barnard，1976， p. 40;以下断りなき限り

Barnard (1976)を示す)。そしていずれの場合でも「社会的要因」が含まれ，

分析の目的からのみ区別されるに過ぎないとされる (1976，p. 41)。

それ故，バーナード (1976，p. 41)に従って「社会的要因」を，協働体系

ならびに他の社会的関係から個人に対して働きかけるものとして話を進めよ

う。

8.4.3 社会的要因……パーナード

「社会的要因」としてバーナードが論じる内容は，(l)協働体系内の個人間

の相互作用と，個人と集団聞の相互作用， (2)協(動的影響力の対象としての個

人， (31協働の有効性，能率，以上である (1976，p. 42)。

まず， (1)に関しては，協働が不可避的に「社会的要因」たる相互作用を生

じることを述べている (1976，p. 42)。

そしてこうした相互作用が，協働の「制約」となることが注目される

(1976， p. 42)。次に(2)については(1)の要因が非論理的，非公式的な契機をも

つに対し，意識的，意図的なものであるとされる (1976，p. 43)。そしてこれ



ウィリアムソ γ研究(その1)……パーナードからウィリアムソシへ(2) 爾藤 171 (535) 

らの誘因を含む，個人の心情に対する影響が協働の継続にとって制約となる

潜在可能性が指摘される (1976，p. 44)。最後に(3)は，前者が「社会的目的」

に関連し，後者は「個人的動機」に結びつらけれた概念である。加えて， r社

会的目的」もしくは， r協働体系の目的」が達成された場合には，その協働

が有効 (e任ective)であったと言われ，協働体系における個人的動機の達成

の程度， もしくは満たされる程度が能率 (e伍ciency) という語で示される

(1976， pp. 44-45， 1968， pp. 43-44)。そして，ここにおいても，協働における

問題点、たる，求める「特定目的の達成」と「個人的動機」の達成もしくは満

足に関するジレンマが生じる可能性が指摘されるのである (1976，p. 46)。

バーナードは以上のような議論を行なった後，結論として協働には「社会

的要因」がつねに存在し，その協働の社会的効果が協働それ自体を決定する

ことを述べている (1976，p. 46)。

さて，ここで「非経済的誘因」が協働の有効性にとって不可欠であり，協

働の能率にとっても欠くべからざる要素であるという観点を「協働体系一

般」にとっても必要であると拡大解釈してみよう。そして，バーナードが組

織の能率に関して「公式組織の理論」のなかでこのことを扱っていることか

ら，その主旨と上記の解釈とを生かすならば，個々人の行為もしくは諸力が

意識的に調整されたシステムである組織において，換言すれば行為が「組織

化」される場合に，個々人がしからざるときに生み出すであろうよりも大な

る利益の総和を生み出す可能性を認めることが出来るであろう。かくして，

こうした視点に立つならば，ウィリアムソン流の「市場媒介的取引」から

rc内部)組織化された取ヲIJへと L寸比較システム的選択を，パーナード理

論のー解釈として，ラテラノレなタイプの「協働体系」から「組織Jへという

選択に対比させることの可能性を見出す事が出来るのである。

8.4.4 誘因の経済……バーナード

ところで， r誘因の経済」との結びつきはどうであろうか。

バーナードは， r誘因の経済」に関する議論を協働体系論の一部に含めて

行なってはいなし、。それ故，上記議論の中の「社会的要因」と社会的利益に
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関する部分の展開としてみていくことにしたし、。

バーナードによれば，協働の力は，個人の協働体系への貢献意欲に依存す

る (1976，p. 145)。 しかも，その貢献意欲は，誘因が契機となって個々人に

よって産みだされるのである (Barnard，1968， p. 139)。

こうした契機としての誘因は，客観的側面と主観的側面とに区別され，前

者が， 1"誘因の方法J，後者が「説得の方法」の項で論じられることになる

(1976， pp. 146-148)。

まず前者について 8種類の誘因があげられているが，そのうちウィリアム

ソン理論との関連では物質的誘因以外の誘因の中でも特に， (b)個人的で非物

質的な性格の誘因， (d)理想の思恵， (h)心的交流の機会，をまずあげること

ができょう (1976，pp. 148-154)0 (b)は，優越，威信，個人勢力および支配

的地位獲得の機会で，物質的報酬よりも重要であるとされる (1976，p. 151)。

次いで， (d)の例には，利他主義的奉仕などがあげられ (1976，p. 152)， (h) 

の場合には，人格的な態度における相互扶助の機会等であるとされる (1976，

p. 154)。

以上を， ウィリアムソン理論との関連で解釈するならば， 1"市場媒介的取

ヲIJは上記のような誘因提供の機会について，内部組織化した場合に比し，

見逃され等閑され必ずしも生まれない可能性があるということと考えられ，

以上のことは例によってバーナードが，組織の理論を考えるにあたり，暗黙

のうちに組織のもつ特性として述べられていると解されるのである。そし

て，こうした特性は，パーナードにあっては，組織の三要素の 1ったる貢献

意欲に結びつけられて論ぜ、られる事も注意すべきであるし，叉，それの，組

織存続に対してもつ意義は，あくまでも潜在可能性として把握しておくべき

ものと思われる。

かくして，ウィリアムソンの主張する、組織の代替的モードが時として小さ

くはない「雰囲気J(nontrivial atmosphere) の相異をもたらす、 (1975，

p.38)という見解を，以上の記述と結びつけるとき，その意図がより明確に

なったと言えよう。ただ，ここで指摘しておくべきは，前記後者の「説得の
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方法」をバーナー Fが併せ論じていることである。

この側面は，組織の存続の条件との関連で閤難な問題を苧むものの

(Barnard， 1976， p. 159)， r説得の方法」は，なおかつ組織の存続の必要条件

であるとみられる (Barmird，1976， pp. 155-159)。

8.4.5 非公式組織……バーナード

さて，以上の議論にも既にあらわれた如く，個人的な接触や相互作用

(interactions)，提携とか連携といった、結びつき、のクソレーピング (associated

groupings)を意味する非公式組織 (Barnard，1976， p. 120; 1968， p. 115)の

存在のありょうが， r誘因の経済」との関連で大きな意味をもっ。もっとも，

バーナードにあっては，非公式組織は協働体系の一範障に入れられると考え

られ，それは公式組織発生の母胎をなし，さらに出来上った公式組織によっ

ても生み出されるという風に，公式組織との関連で論じられている事もここ

で指摘しておきたし、。

加えて，バーナード (1976，p. 129)による要約に従えば，とくに，非公式

組織が，伝達，凝集，および個人の全人性保全の手段として公式組織の運営

に必要であるということが重要であると考えられる。さらに，ウィリアムソ

ンとの関連では， そうした機能を果たす要因として， r雰囲気」 という概念

との関連で重要であるということである。

8.4.6 パーナードとウィリアムソン

以上のことから要するに，バーナード流には，行為の「組織化」は，貢献

意欲の面で各種の工夫をピ、ルト・インレ， ウィリアムソン流には，取引の

「内部組織化」は，雰囲気面において「市場媒介的取引」を凌駕する可能性

を有するという事と解されるのである

1)さらに物質的利益のみならず社会的利益の提供が限られている事を，その制約とし

て挙げている (Barnard，1976， pp. 59-60)。

のさらにノミーナードの「非公式組織Jに対する見解も関連性を有するであろう。

3)ここで，彼らが essentialであるとL、う感覚が協働にとって重要なことは，バーナ

ード (1976，p. 14)によっても指摘されているところであり， そうした感覚を損う

事は，協働を失敗に導く原因となることが予想されるのである。
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4)取引関係のこうしたモデル化は， Hicks & Gullet (1975， p. 210)のしづ古典的科

学のアプローチとその精神を同じくするものであると言えよう。

5) ウィリアムソンの使用する“meter" は恐らく， Alchian and Dems巴tz (1972， 

p. 778， footnote 1)における，“Metermeans to measure and also to apportion. 

One can meter (m巴asure)output and one can also meter (control) the 

output."と同義と解して良いであろう。

6)ここに，バーナード理論におけるミ道徳的要因ミに関する議論との接点が窺えるで

あろう。

7) Etzioni (1969， pp. 65-67， 1977， pp. 261-262)の概念であり， Williamson (1975， 

pp. 54-55)に登場する。

8) Gouldner (1961)を参照されたい。特にその中でもインドの婚礼における例を引用

している p. 175 (脚注45) が分りやすい。 日本の例では農村に発達した労力交

換を目的とした共同労働たる「結」を挙げることが出来るのではなかろうか。

Gouldner (1961)と関連しては，波多野 (1977，pp. 94-100)の説明になる人間関係

の図式が示唆的である。

9)以上のような議論は，協働の永続性は協働の， (a)有効性と (b)能率，という 2つ

の条件に依存する， というバーナードの説明 (1976，p. 62)と結び、つけられるとき

一層明確になろう。さらに，付記するなら，ポーターら (1975)の言わゆる「コン

ティンジェンシ一理論」と符合するとみることが出来るかも知れない。ただしバー

ナードにあってはそうした内容は強調されていないとみるべきであろう。ちなみに

(Perrow， 1972， p. 95)を参照されたし、。

10)それは，効率 (e伍ciency)とと厚生とし、う感覚ミ(“asense of well-being")が結び

ついている故，とされる (WilliaIllson，1975， p. 39)。

11) 1"組織風土」に対する個人の選好の度合に関する議論と関係があると考えられる。

「組織風土」に関する研究の簡潔な要約としては， Hellriegel and Slocum (1974， 

Table 1， pp. 264-269)を参照されたい。「組織風土」に関しては同論文以外には

Steers (1977)も参照されたい。

12)集団も協働における制約的要因である。

13)パーナードはさらに他の箇所 (1976，pp. 57-61)でも協働(もしくは組織〉の有効

性と能率という事を論じている他，組織の存続に結ひ、つけて協働〔もしくは組織)

の有効性と能率に関する議論を行なっている (1976，pp. 95-98， 246-255)。 とくに

組織の有効性と能率に絡む存続に関しては，四重経済との結びつきて、それらを確保

する経営管理者の職能論へと展開されていくとみてよいであろう (1976，pp. 262-

264， 267-268)。

14)この議論は，マーチーサイモン (1977，pp. 56-73)における議論とも関連するであ

ろう。さらには， Katz and Kahn (1966， pp. 71-77)も参照されたい。
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15)個人的動機は，物質的利益と社会的利益によって満たされることをバーナードは指

摘している (1976，p. 59)。 しかも注意すべきはそれらの利益は， 能率的な体系の

場合でさえもその提供が限られており，まさしくそれが協働的努力が受ける制約と

なるということである (1976，pp. 59-60)。

16)パーナードの「、ンステム」の定義 (1976，p. 80)は，ヘンダーソン (1935，p. 86)に

従い，変数の相互依存性にその重点を置いている。ちなみにウィリアムソンの「シ

ステム」の定義 (1975，p. 132)は，アンギャル (1969，p. 27)に従い，部分を分離

しえない不可分な全体としてとらえられる独立的なフレーム・ワークであるとの見

f拝にたっているところから，上記定義と同様な扱いとみてさしっかえないであろ

う。

17)この部分に関する行動科学者による検証に基づく結論として， Porter and Lawler 

III (1968)及び LawlerIII (1972， p. 375，図 15-2，p. 376，図 15-3) を参照され

たい。

18)ハーズパーグの二要因理論との結びつきを考えることが出来ると思われるが，それ

らとその後の展開についての簡潔な説明については， Proter巴tal. (1975， pp. 298-

311)を参照されたい。

19)また，この心的機会の必要性は，非公社組織の基縫とされる (1976，p. 154)。

20)組織論において，非公式組織が公式組織との関連でとくに意識されるのは，前者が

後者によって生みだされ，それが潜在可能性として積極的な機能を果たす事に意義

が見出されることと無関係寸はないであろう (Barnard(1976， p. 299 (b))を参照

されたしつ。

21)ここで， 1物質的報酬」は軽んぜられるべきでないことは言うまでもないであろう

(Barn<lrd， 1976， p. 165)。 また，その事に関する行動科学の見解としては Lawler

III (1972，第 12章)を参照されたい。

22) 1説得の方法」に関する議論は， コミュニケーションと結びつけられたノミーナード

の「権威の理論」と無関係で、はないと忠、われる。加えて，ウィリアムソンにあって

は，むしろ，オポチュニスムと少数者取引に関する議論で，自律的な契約者による

市場媒介的取引に対し，取引を内部組織化した場合に，紛争解決の手段としての階

層の上位者による命令，調整の存在が予想される部分と結び、つけた方が議論がすっ

きりとしたものになると考える (Williamson，1975， p. 30)。

23)なお， 1誘因の方法」と「説得の方法」を適応させるに際しての制約として論ぜ、ら

れている「非公式な方法」のみならず， 前者それぞれも， 制約的もしくは戦略的

要因とみるべきことも，バーナード理論の理解にとっては重要であると思われる

(1976， pp. 159， 165)。

ー24)公式組織ー非公式組織をここで，コインの裏表の関係になぞらえることも出来ょう。

25)他に「社会的要因」に関する議論としては， Porter et al. (1975， chapters 13， 14) 
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も参考になると思われる。なお，本章において特別に扱うことをしなかったが，バ

ーナード，ウィリアムソン両理論における，システムの局所的(もしくは部分〉均

衡と一般均衡(パーナードにあっては社会的要因， ウィリアムソンにあっては人間

の相互作用に関する効果を考慮に入れた上で、の均衡を意味する〉の問題も関連事項

と考えられる。(パーナードについては，その均衡概念をL.J. Henderson i;こ負っ

ている，こと，さらに HendersonとParetoの社会学における均衡分析との関連に

ついては， Russett (1966， pp. 141-142)，および Roethlisbergerand Dickson 

(1949， pp. 567-568)を参照されTこし、。〕。

9. 結

以上，本稿ではウィリアムソン (OliverE. Williamson)の「組織の失敗

のフレーム・ワーク」を彼の近著である Marketsand Hierarchies (1975) 

の第2章を中心として検討を加えてきた。この「フレーム・ワーク」は，彼

による組織の行動分析の中心的 toolを成すものであるが， 本稿でみてきた

ように，バーナードの組織概念の」展開とみるとき，その特長をより明らか

に把握出来ると考える。

即ち，

①ウィリアムソンの「フレーム・ワーク」は，パーナードにおける協働行

為に関する「制約的要因」と L寸概念と同ーの基礎の上に構成されており，

しかも前者の理論は後者の「要因の統合物」としての「協働行為」という視

点の展開線上にある。

②その「フレーム・ワーグ」を使用して，初めに「市場」をとりあげ，次

いで rc内部)組織」を論じているウィリアムソンの方法は「制約的要因」

とL、う概念的な枠組みを使って，初めに「協働体系」を，次いで「組織」を

論じるバーナード理論のー展開とみることが出来る。

③ウィリアムソンの「フレーム・ワーク」における，取引環境条件たる

、不確実性/複雑性、と対にされた、制約付の合理性、とし寸概念は， バー

ナードにおける、生物的制約、とし、う概念の基礎の上に展開されたものと解

釈される。

④ウィリアムソンによって「フレーム・ワーク」の構成要素とされ，しか
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も「少数者取容じという取出環境条件と対にして論じられた、オボチュニス

ム、とし寸概念は，バーナードの当該援念のー農務とみることができる。

⑤ウィ担アムソ γによって導入された派生的要因たる吋脅報の舗夜、とい

う減念は，バーナードにおける「コミュニケーシ叙ンと機威」の理論および

「嬢機体系」の適応に関する議論の展開線上にある。

ゆウィジアムソンの「フレ…ム・ワークj を構成する、雰囲気、という概

念は，パーナードによって重複された経済的嬰題以外の長毒性たる、社会的要

問、に簡する議論のー幾簡である。

なお)William草加 (1975，p. 40) を慕礎に，彼の f組織の失敗のブレー

ム・ワ…クjを開示すると次のように表わすことが出Aω。

{入院饗思〉 {取引環境聾閤)

情報の偏在

かくてわれわれは，バーナードにおいて「組織の社会学ユ的現論として論

じられてきた内容が，ウィリアムソンによって「組織経済論Jとして継承さ

れるに至ったとみることが出来，また後者が「ブレーム・ワークj概念を構

築することによってその内務が操作可能な段階に迄針縫したと結論すること

が出来るであろう。従ってこの概念、を用いて Wi1liamsonによる組織の行動

分析の検討に海むことが今後の我々の務題となる。

1) Wamsley and Zald (1976， p. 3)を緩苅すると，この場合の「フレ…ム・小f1J

は，現段階ではー絞t.こ認められた仮説としてのたバラグイムミというよりは，あく
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までもミフレーム・ワークミと呼ぶ方が妥当であろう。その意味では， Ouchiの使

用する innocentparadigm という表現 (Ouchi，1977， p. 541)は，示唆的である

が，この場合にも paradigmというよりは framework であると言うべきであろ

う。

2) Hicks & Goronzy (1968， pp. 4-5)によって示されたような， ウィリアムソンの

「管理論」に対する貢献の評価と，その後の展開の中であらわれた彼の理論のミ領

域ミに関する議論は興味深いと思われるが， ここでは扱わな L、。ちなみに，

Williamson自身による指摘 (1975，p. 248)を参照されたい。

3)例えば，ウィリアムソン理論とチャンドラーの VisibleHand (邦訳， 1979， pp. 11-

21)におけるつの命題との関連性は，示唆的である。
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